
簡易公募型プロポーザル方式(拡大)に係る手続開始の公示

(建設のためのサービス、その他技術的サービス(建設工事を除く))

次のとおり技術提案書の提出を招請します。

平成24年12月28日

国立大学法人 '山ロ大学長
丸本卓哉F
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753-8511山ロ県山ロ市吉田1677-1
立大学法人山ロ大学施設環境部施設企画課総務係
話083-933-5120
期間
2月28日(金)から平成25年1月15日(火)までの9時00分
分まで。,
機関の休日に関する法律(昭和63年法律第91号)第1条に規定する
(以下「休日」という。)は受け付けない。

場所
り

提出期限
月15日(火)17時00分
は受け付けない。

提出場所及び方法

(書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。)又は託送(配達の記録が
。)すること。
又は託送の場合は提出期限までに必着のこと。
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